
17 
 

 
 

厚生労働科学研究費補助金 （がん対策推進総合研究事業） 
 

 分担研究報告書 
 
地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機能分化に関する研究 
 

研究分担者 大阪大学大学院医学系研究科 荒尾 晴惠 
 
 
 
 

研究要旨 
地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機能
分化に関する研究のうち、本年度は、がん診療において望ましい連携につい
てがんの診断から看取りまでの時期毎に明らかにすること、及び地域包括ケ
アにおけるがん診療連携の障壁・問題点・課題について明らかにした。東葛
北部医療圏の医療機関・介護施設・行政機関で勤務する対象者 22 名に半構
成的面接を行い、面接内容を質的に分析した。対象者は、がん診療連携には、
診療情報の共有、病院の機能分化の周知、生活を中心にすえた早期からの多
職種で協働、地域における心理的サポートの場づくり、早期からの ACP 導入
が必要と捉えていた。           

 
 
 
 
Ａ．研究目的 
 地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構
築に資する医療連携と機能分化に関する研究の
うち、本年度の目的は、量的研究の前段階（ア
イテムプールの作成）として、地域包括ケアに
おけるがん診療連携に関する医療従事者・介護
従事者の考え方を探索した。 
１．がん診療において望ましい連携についてが
んの診断から看取りまでの時期毎に明らかに
する。 
2.地域包括ケアにおけるがん診療連携の障壁・
問題点・課題について明らかにする。 
 
 
Ｂ．研究方法 
１．対象者 
東葛北部医療圏の医療機関・介護施設・行政
機関で勤務するがん患者に関連した業務に携わ
る医師・歯科医師・看護師・薬剤師・理学療 
 

 
 
 
法士・作業療法士・言語聴覚士・社会福祉士・ 
介護福祉士・介護支援専門員・行政職員 
 
2.データ収集方法 
対象者に文書による研究参加の同意を得て 
個別に半構造化面接を行った。面接内容は、レ
コーダーに録音した。 
各回のインタビュー内容に基づき、適宜次に
インタビューする職種（性別、経験年数、専門
分野など）を決める理論的サンプリングを用い
た。 
 
3.調査内容 
1)対象者の基礎情報 
現在の職種、診療科や配属部署、現在の職種
となっての経験年数、がん患者を担当した経験
の有無、現在のがん患者担当の有無、現在訪問
医療・介護などの在宅サービス提供の有無、地
域包括ケアシステムの知識についての自信（1.
とても自信がある ～4.全く自信がない、の 4
段階で回答） 
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2)がん診療連携 
(1)がん診療において望ましい連携について 
①診断前～診断時期（検査、告知、紹介） 
②診断後～抗がん治療中  
③抗がん治療終了後の経過観察中（がんが根治
している、または病勢が抑えられている状況） 
④抗がん治療終了後から終末期・看取りまで(2)
地域包括ケアにおけるがん診療連携の障壁・問
題点・課題 
 
4．データ分析方法 
 半構造化面接の録音から逐語録を作成した。
逐語録を繰り返し読み、地域包括ケアにおける
がん診療連携に関して、対象者が考える望まし
いがん診療連携とがん診療連携の障壁・問題
点・課題について、その背景を表現する語句や
文章（意味単位；meaningful unites）を一文化
した。次に、抽出した意味単位をコード化
（Coding）し、それらのコードをまとめたサブ
カテゴリ、さらにそれを集約し、カテゴリを作
成した。分析には質的研究分析ソフト
MAXQDA(Light Stone 社)を用いた。 
 
5.本研究の意義 
地域包括ケアにおけるがん診療連携について、
必要なこと、医療従事者・介護従事者・行政職
員の考える現在の障壁や問題点、が明らかにな
ることにより、今後の地域包括ケアにおける望
ましいがん診療連携を検討するための示唆を得
ることができる。調査地域の医療従事者・介護
従事者を対象とした同テーマに関する質問紙調
査にあたり、基礎資料を得ることが出来る。 
 
6.倫理面への配慮 
研究への参加は対象者の自由意志によるものと
し、説明同意文書により研究の趣旨等説明し、
研究参加への同意を得た。 
 
 
Ｃ．研究結果 
１．対象者の概要 
1)対象者の人数は、22 名であり、現在の職種は、
医師 2 名、看護師 6 名、保健師 3 名、薬剤師 1
名、理学療法士 3名、言語聴覚士 1名、社会福
祉士 2名、介護支援専門員 2名、その他 2名で
あった。 
2)診療科や配属部署は、緩和医療科、地域連携

相談室、相談支援センター、リハビリテーショ
ン科、医療福祉相談室、地域連携室、外来化学
療法室、ICU、行政など様々であった。 
3)現在の職種となっての経験年数は、平均で
15.4 年 SD は±8.4 年であった（最小 4年から最
大 39 年）。 
4)がん患者を担当した経験の有無は、21 名
（95.5％）が有、1名（0.5％）が無かった。 
5)現在のがん患者担当の有無は、15 名（72.7％）
が有と回答し、6名（27.3％）が無かった。 
6)現在の訪問医療・介護などの在宅サービス提
供の有無は、6 名（27.3％）が有と回答し、16
名（72.7％）が無かった。 
7)地域包括ケアシステムの知識についての自信
は、「全く自信がない」が 4名（18,2％）、「自
信がない」が 3名（13.6％）、「自信がある」
が 9 名（40.9％）、「とても自信がある」が 4
名(18．2％)であった。 
 
2.がん診療連携 
1)がん診療において望ましい連携について 
 (1)診断前～診断時期における望ましい連携 
診断前～診断時期における望ましい連携につ
いては、表 1に示すとおり 9のカテゴリに集約
された。 
 
表 1. 診断前～診断時期における望ましい連携
のカテゴリ 
迅速な紹介システムの構築 
かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 
施設の機能、役割に関する医療者側の理解促進 
施設の機能、役割に関する患者側の理解促進 
診断時から先を見据えた情報提供 
診療情報の共有 
早期からの地域における心理的サポートの場づ
くり 
患者を包括的に捉える能力の獲得 
患者を中心とした地域包括ケアを促進する人材
の育成 
 
①【迅速な紹介システムの構築】 
このカテゴリは、短時間かつダイレクトに、
かかりつけ医からがん診療連携拠点病院へと紹
介できるシステムの構築が必要であることにつ
いて語られていた。 
②【かかりつけ医を中心とした診療体制の構築】 
 このカテゴリは、かかりつけ医-がん診療連携
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拠点病院-地域の連携ルートを確立することや、
施設間連携におけるルールを構築する必要があ
ることについて語られていた。 
③【施設の機能、役割に関する医療者側の理解
促進】 
 このカテゴリは、医療者が病院の機能を理解
できるよう、患者の受診のプロセスを明確にす
る仕組みづくりが必要であることについて語ら
れていた。 
④【施設の機能、役割に関する患者側の理解促
進】 
 このカテゴリは、患者が病院の機能を理解で
きるよう、がん診療連携拠点病院に受診するま
でのプロセスを明確にし、がんの診断に至るま
での受診のプロセスを明示する仕組みづくりが
必要であることについて語られていた。 
⑤【診断時から先を見据えた情報提供】 
 このカテゴリは、患者や家族に対して、診断
時から今後の療養生活を見越した情報提供を行
う必要があることについて語られていた。 
⑥【診療情報の共有】 
 このカテゴリは、がん診療連携拠点病院の受
診時から地域や在宅医療サービスと、患者の診
療情報の共有を行う必要があることについて語
られていた。 
⑦【早期からの地域における心理的サポートの
場づくり】 
 このカテゴリは、治療している病院以外にも、
地域において不安や悩みを相談できる窓口やが
んに関連する情報収集を行う場があることが望
ましいと語られていた。 
⑧【患者を包括的に捉える能力の獲得】 
このカテゴリは、各専門職者が患者の治療経
過を包括的に捉えるために必要な能力を身に着
けていく必要があることについて語られていた。 
⑨【患者を中心とした地域包括ケアを促進する
人材の育成】 
 このカテゴリは、患者の治療経過を包括的に
捉えることのできる専門職者を育成する必要が
あることについて語られていた。 
 
 (2)診断後～抗がん治療中における望ましい連
携 
診断後～抗がん治療中における望ましい連携
については、表 2に示すとおり 11のカテゴリに
集約された。 
表 2. 診断後～抗がん治療中における望ましい

連携のカテゴリ 
かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 
治療時からの在宅サービスの導入 
施設の機能、役割の明確化 
施設の機能、役割に関する患者側の理解促進 
医療機関とケアマネージャーの連携 
診療情報の共有 
受診・通院を支援するサービスの必要性 
生活を中心にすえた多職種での協働 
がん診療体制に関する住民への啓発 
早期からの ACP の導入 
早期からの地域で心理的サポートの場づくり 
 
①【かかりつけ医を中心とした診療体制の構築】 
 このカテゴリは、抗がん剤治療中に変化があ
る患者の状態に対して、かかりつけ医や地域の
医師による支援体制を整備することについて語
られていた。 
②【治療時からの在宅サービスの導入】 
このカテゴリは、がん治療中から、訪問看護
などのサービスを平行して活用することが望ま
しいと語られていた。 
③【施設の機能、役割の明確化】 
このカテゴリは、抗がん剤治療中におけるか
かりつけ医、地域の医師とがん診療連携拠点病
院の役割を明確にすることが必要であると語ら
れていた。 
④【施設の機能、役割に関する患者理解の促進】 
このカテゴリは、地域の病院とがん診療連携
拠点病院の機能や役割を患者側にも理解しても
らう必要性が語られていた。 
⑤【医療機関とケアマネージャーの連携】 
このカテゴリは、治療を継続しながら生活す
るがん患者にとって、経済社会的な問題に対応
する必要があり、そのためには患者がかかって
いる医療機関とケアマネージャーが連携をとる
必要性が語られていた。 
⑥【受診・通院を支援するサービスの必要性】 
このカテゴリは、高齢者や独居の患者が、受
診や通院をする際に活用できるサービスの必要
性が語られていた。 
⑦【診療情報の共有】 
このカテゴリでは、かかりつけ医、地域の医
師とがん診療連携拠点病院が診療連携を行って
いくためには、診療情報を共有する必要がある
ことが語られていた。 
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⑧【生活を中心にすえた多職種での協働】 
このカテゴリでは、がん治療を進めるにあた
り、これまで地域で暮らしてきた患者の情報を
多職種で共有して治療を行っていくことが望ま
しいということが語られていた。 
また、高齢者では早期から多職種で関わる必要
性が語られていた。 
⑨【がん診療に関する住民への啓発】 
このカテゴリでは、治療を継続しながら就業
できることなどについての情報を一般市民にも
啓発していくことが望ましいと語られていた。 
⑩【早期からの ACP の導入】 
このカテゴリは、がん治療の開始時より、今
後の生活や療養場所、治療について予め患者の
意向を明確にしておくことが望ましいと語られ
ていた。 
⑪【早期からの地域で心理的サポートの場づく
り】 
このカテゴリでは、治療中から患者が暮らす
地域において、心理的支援が受けられる場があ
ると望ましいと語られていた。 
 
(3)抗がん治療終了後の経過観察中における望
ましい連携 
抗がん治療終了後の経過観察中における望ま
しい連携については、表 3に示すとおり 12 のカ
テゴリに集約された。 
 
表 3. 抗がん治療終了後の経過観察中における
望ましい連携のカテゴリ 
かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 
施設の機能、役割に関する医療者側の理解促進 
施設の機能、役割に関する患者側の理解促進 
迅速な在宅移行システムの必要性 
診療情報の共有 
治療後の継続的なフォローアップ体制の構築 
診療および生活情報に関する情報システムの
構築 
今後の見通しに関する情報提供 
がん患者の就労支援 
地域における身体的サポートの場づくり 
早期からの地域で心理的サポートの場づくり 
患者家族に対する相談の場づくり 
 
①【かかりつけ医を中心とした診療体制の構築】 
 このカテゴリは、経過観察中はかかりつけ医
が中心になって診療を行い、適切な時期にがん

診療連携拠点病院へ紹介できる診療体制の構築
が必要であることについて語られていた。 
②【施設の機能、役割に関する医療者側の理解
促進】 
 このカテゴリは、経過観察中の病状悪化に備
えてがん診療連携拠点病院とかかりつけ医の役
割を明確にしておくことの必要性が語られてい
た。 
③【施設の機能、役割に関する患者側の理解促
進】 
 このカテゴリは、緊急時の窓口についてがん
診療連携拠点病院から患者へ情報提供する必要
性が語られていた。 
④【迅速な在宅移行システムの必要性】 
 このカテゴリは、がん治療終了後速やかかに
がん診療連携拠点病院からかかりつけ医へ紹介
することが望ましいことが語られていた。 
⑤【診療情報の共有】 
 このカテゴリは、がん診療連携拠点病院と患
者を取り巻く地域の関係者における経過観察中
の情報共有の必要性と情報共有の難しさが語ら
れていた。 
⑥【治療後の継続的なフォローアップ体制の構
築】 
 このカテゴリは、がん治療終了後における身
体機能の継続的な観察の必要性が語られていた。 
⑦【診療および生活情報に関する情報システム
の構築】 
 このカテゴリは、患者の日常生活を理解する
ためにがん診療連携拠点病院とかかりつけ医が
情報共有できるシステムを構築する必要性が語
られていた。 
⑧【今後の見通しに関する情報提供】 
このカテゴリは、治療後の身体や生活の変化
の見通しについて、患者や家族に説明しておく
ことが望ましいと語られていた。 
⑨【がん患者の就労支援】 
このカテゴリは、患者が就労について相談で
きる場があることが望ましいと語られていた。 
⑩【地域における身体的サポートの場づくり】 
 このカテゴリは、治療終了後に患者の身体機
能を維持するために、地域においてリハビリの
サービスがあることが望ましいと語られていた。 
⑪【早期からの地域で心理的サポートの場づく
り】 
 このカテゴリは、地域におけるがん治療後の
心理的サポートの必要性やピアサポートの場を
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提供する必要性について語られていた。 
⑫【患者家族に対する相談の場づくり】 
 このカテゴリは、患者や家族が生活上の困難
を相談できる場の必要性について語られていた。 
 (4)抗がん治療終了後から終末期・看取りまで
の望ましい連携 
抗がん治療終了後から終末期・看取りにおけ
る望ましい連携は、表 4に示すとおり 12のカテ
ゴリに集約された。 
表 4. 抗がん治療終了後から終末期・看取りに
おける望ましい連携のカテゴリ 
生活を中心にすえ、多職種で協働する終末期、 
看取り 
在宅看取りに向けた体制構築 
診療情報の共有 
早期からの地域との診療連携 
看取りを行うチーム力の向上 
早期からの ACP 導入 
患者家族の意向にそった療養の場所 
地域医療連携センター活用の推進 
地域での心理的サポートの場づくり 
緩和ケアに対する患者への啓発 
医療職・介護職の看取り能力、調整能力の向上 
遺族への支援体制 
 
①【生活を中心にすえ、多職種で協働する終末
期、看取り】 
このカテゴリでは、患者や家族の意向にそっ
た終末期を支えるために、早期から多職種で情
報共有をすること、チームで協働することの必
要性が語られていた。 
②【在宅看取りに向けた体制構築】 
このカテゴリでは、在宅看取りが行われる場
合には、早期から患者を中心とした支援体制を
構築する必要性が語られていた。 
③【診療情報の共有】 
このカテゴリでは、緩和ケアの提供状況や患
者の ADL などを関わる人々で共有できることが
望ましいと語られていた。 
④【早期からの地域との診療連携】 
このカテゴリでは、かかりつけ医を中心とし
た診療体制を早期から構築する必要性が語られ
ていた。 
⑤【看取りを行うチーム力の向上】 
このカテゴリでは、患者に関わり職種間で情
報を共有し、患者と良好な関係形成を行うこと
が必要であると語られていた。 

⑥【終末期の在り方に関する患者と家族の意思
決定支援】 
このカテゴリでは、患者や家族の終末期の受
け止めについて理解したうえで、意思決定につ
いて多職種で関わる必要性が語られていた。 
⑦【患者家族の意向にそった療養の場所】 
このカテゴリでは、終末期をどこで過ごした
いかの患者と家族の意向を把握する必要性が語
られていた。 
⑧【地域医療連携センター活用の推進】 
このカテゴリは、調査対象地域がもつ、地域
医療連携センター地域医療連携センターをかつ
ようすることで終末期や看取りの体制整備に役
立つ可能性について語られていた。 
⑨【地域での心理的サポートの場づくり】 
このカテゴリは、治療が中止となった患者の
心理的サポートを地域で行う必要性について語
られていた。 
⑩【緩和ケアに対する患者家族への啓発】 
このカテゴリは、緩和ケアがどのようなもの
かについての理解が進まない現状から、患者家
族への緩和ケアの啓発を進めていく必要性が語
られていた。 
⑪【医療職・介護職の看取り能力、調整能力の
向上】 
このカテゴリでは、終末期の患者と家族の状
況に応じたコミュニケーション能力を、医療職、
介護職者が習得する必要性について語られてい
た。 
⑫【遺族への支援体制】 
このカテゴリでは、地域包括支援センターを
遺族が相談できるように活用する必要性につい
て語られていた 
(2)地域包括ケアにおけるがん診療連携の障
壁・問題点・課題 
 地域包括ケアにおけるがん診療連携の障壁・
問題点・課題については、表 5に示すとおり 21
のカテゴリに集約され、さらにそれらは 5つの
大カテゴリに集約された。以下、大カテゴリを
≪≫で示す。 
 ≪診療連携体制上の問題≫では、【情報共有
システム（診療・生活情報）の未構築】、【施
設間の連携体制の未構築】、【地域との診療連
携の遅れ】、【早期からの多職種の介入の難し
さ】が示された。 
 ≪地域包括ケアシステム運営上の問題≫では、
【地域包括ケアシステム対象者把握の難しさ】、
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【地域包括ケアシステム外の患者の支援の難し
さ】、【現行の医療費、診療報酬制度による診
療連携の限界】、【地域包括ケアシステムにお
ける地域格差】が示された。 
 
表 5. 地域包括ケアにおけるがん診療連携の障
壁・問題点・課題 
大カテゴリ：診療連携体制上の問題 
カテゴリ 
・情報共有システム(診療・生活情報)の未構
築 
・施設間の連携体制の未構築 
・地域との診療連携の遅れ 
・早期からの多職種の介入の難しさ 
大カテゴリ：地域包括ケアシステム運営上の
問題 
カテゴリ 
・地域包括ケアシステム対象者把握の難しさ 
・地域包括ケアシステム外の患者の支援の 
難しさ 
・現行の医療費、診療報酬制度による診療連
携の限界 
・地域包括ケアシステムにおける地域格差 
大カテゴリ：地域・在宅支援上の問題 
カテゴリ 
・在宅移行、調整の遅れ 
・在宅支援の未充足 
・地域で看取る体制の不足 
・地域で患者を見守る体制の不足 
大カテゴリ：医療者の問題 
カテゴリ 
・地域資源の把握不足 
・職種内での知識・技術の不足 
・介護職の看取り教育の不足 
・患者・家族への説明不足 
・悪い情報（予後など）の伝え方の難しさ 
・マンパワーの不足 
・ACP を進める役割の不足 
大カテゴリ：患者・住民の問題 
カテゴリ 
・施設の機能・役割に対する患者・住民の認
識不足 
・住民への死の準備教育の不足 
 
 ≪地域・在宅支援上の問題≫では、【在宅移
行、調整の遅れ】、【在宅支援の未充足】、【地

域で看取る体制の不足】、【地域で患者を見守
る体制の不足】が示された。 
 ≪医療者の問題≫では、【地域資源の把握不
足】、【職種内での知識・技術の不足】、【介
護職の看取り教育の不足】、【患者・家族への
説明不足】、【悪い情報（予後など）の伝え方
の難しさ】、【マンパワーの不足】、【ACP を
進める役割の不足】が示された。 
 ≪患者・住民の問題≫では、【施設の機能・
役割に対する患者・住民の認識不足】、【住民
への死の準備教育の不足】が示された。 
 
 
Ｄ．考察 
１．望ましいがん診療連携 
本研究では、望ましいがん診療連携について
4 つの時期（診断前～診断時期、診断後～抗が
ん治療中、 抗がん治療終了後の経過観察中、抗
がん治療終了後から終末期・看取りまで）に分
けて調査を行ったが、いずれの時期にも共通し
ていたことは、診療情報の共有と地域における
心理的サポートの場づくりであった。さらに、
診療連携にあたっては、かかりつけ医を中心と
した診療体制を構築することが必要であった。 
がんの治療が、複数の施設で行われることに
より、患者の医療情報、診療情報、生活情報を
多職種が共有することが、スムーズな診療連携
につながると考えられた。 
 また、がん治療を行う施設の機能や役割に関
して、機能分化が図られているが、患者や家族
には周知が至らず、スムーズな施設間の移行が
行えていない。医療者や患者に病院の機能分化
について理解を促す教育や情報提供が必要であ
る。 
さらに、がんと診断されたときから、地域で
心理的サポートが行える場づくりの必要性が示
唆されていた。がんという疾患が「死」をイメ
ージすることから、診断時からの心理的支援が
必要とされるという特性をもつ。そのため、診
断時からの継続した地域での支援体制のこうつ
きが求められていた。がん治療が中止となって
後に、地域で支援を始めるのではなく、診断時
から心理的支援が行えれば、医療者や介護職と
も顔の見える関係が構築され、信頼関係の構築
は図れると考えられた。 
 
２．医療職、介護職のがん診療連携に関する能
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力向上 
 いずれの時期においても医療者、介護者がど
のように関わるかで、診療やケアの質が変わる
ため、医療職、介護職者の能力向上のための支
援を行うことが必要とされていた。 
 
３．患者家族への ACP の導入 
 がんと診断とされたときから、どのような生
活をしたいか、どのような治療をうけたいか、
どこで過ごしたいかについて ACP を導入し、患
者と家族が、先を見据えて計画を立てることが
必要であった。 
 
４．研究の限界 
 本調査は、様々な職種を対象としており、そ
れぞれの専門的な立場からの面接内容となって
おり、データの飽和には至っていないと考えら
れる。今後対象者を増やして、現状を明らかに
する、あるいは職種ごとの分析も検討する必要
がある。 
 
 
Ｅ．結論 
 望ましいがん診療連携には、診療情報の共有、
地域における心理的サポートの場づくり、病院
の機能分化の周知、早期からの ACP 導入が必要
である。 
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